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○

相続した資産の減価償却と割増償却

Q:父が死亡し新築2年目のアパートを相

続しました。相続したアパートについては、

相続税評価額を基準にして減価償却費の計算

をするのでしょうか。

また、父はこのアパートについて優良賃貸

住宅の割増償却の特例の適用を受けていたの

ですが、私もこの特例の適用を受けることが

できますか。

ヱヘー：減価償却費の計算については、相続税

評価額ではなく、被相続人の取得価額を基準

に計算します。また

は受けられます。

【解説】

、 割増償却の特例の適用

相続によって取得した減価償却資産は、被

相続人の取得価額が相続人に引き継がれるこ

とになりますので、減価償却費の計算の基礎

となる取得価額や耐用年数なども被相続人の

計算と同じ取得価額及び耐用年数を使用する

ことになります。

も つ とも、相続人が相続において限定承認

をしたため、被相続人にみなし譲渡の規定が

適用された場合には、取得価額の引き継ぎは

なく、相続時の時価が減価償却資産の取得価

額となります。

また、優良賃貸住宅の割増償却は、新築後

他の用に使用されていたものや他から取得し

たいわゆる中古家屋については適用がないの

ですが、相続や包括遺贈によって取得した場

合は、その相続人がその貸家住宅を引き続き

所有していたものとみなして、この特例の適

用を受けることができることとされています。
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